
量産企業

完成品企業

⾦型専業

作る企業 買う企業 使う企業
①関係 量産企業が、金型専業企業に、自社で使用する金型を発注
②関係 完成品企業が、金型専業企業に金型を発注、その金型を量産企業に貸与
③関係 完成品企業が、量産企業に、部品製造と金型製造を発注、その金型を完成品企業が購入し

て、量産企業に貸与
④関係 完成品企業が、自社で使用する金型を金型専業企業に発注

⑤関係 量産企業が、⾃社で使⽤する⾦型を⾃社の⾦型製造部門で製造
⑥関係 完成品企業が、⾃社で使⽤する⾦型を、⾃社の⾦型製造部門で製造
⑦関係 完成企業が、⾃社で使⽤する⾦型を量産企業の⾦型製造部門に発注
⑧関係 完成品企業が、量産企業に貸与する金型を、自社の金型製造部門で製造
⑨関係 量産企業が、⾃社で使⽤する⾦型を、完成品企業の⾦型製造部門に⾦型発注
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量産企業

成形ﾒｰｶｰ・部品ﾒｰｶｰ（Tier２・Tier３）

金型製造販売が本業

最終ﾒｰｶｰ（自動車企業等・部品ﾒｰｶｰ（Tier１）⾦型を「作る」「買う」「使う」の関係

⾦型専業

貸与

貸与

貸与

⾦型保管問題

⾦型保管問題

⾦型保管問題

⾦型代⾦24回払い問題

↓以下は比較的少ない取引関係

⾦型⽣産⾼の７０％以上が メーカー
三つの役柄

三
人
の
登
場
人
物

⾦型専業

⼀目でわかる⾦型取引関係（三つの役割と三人の登場人物）

出所︓経済産業省機械統計
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⑩トンネル会社を使った下請法逃れ

⑨書面交付義務

⑧消費税の転嫁

⑦図面・ノウハウの流出

⑥有償支給材の早期決済及び在庫保管

⑤検収遅延

④受領拒否

③発注時の数量と納品数量の食い違い

②発注内容の変更に伴う負担

①配送費用の負担

素形材全体（8業種）
金型除く（7業種）
金型業種（１業種）

2019⾃主⾏動計画フォローアップ調査結果
素形材産業（８団体）

（⾦属熱処理・⾦属プレス・ダイカスト・鍛造・鋳造・鋳鍛鋼・粉末冶⾦・⾦型）

⑤検収遅延

⑦図⾯・ノウハウの流出

設問︓⾃動⾞取引ガイドライン・素形材取引ガイドラインの遵守されていない項目

業界団体での型取引適正化に向けた取組の進捗状況の報告

・2019年
⾦型取引適正化分科会を設置・運営
11月25日 理事会 ⾦型取引改善重点テーマ（図⾯・検収問題）
12月23日 型取引の適正化推進協議会報告書を配信
・2020年
1月14日 下請中小企業振興法第3条第1項に基づく「振興基準」改訂配信
2月19日 型管理適正化シンポジウム開催案内配信
2月19日 型取引の適正化セミナー開催案内配信
3月19日 理事会 ⾦型取引改善重点テーマ（図⾯・検収問題）
7月 3日 「パートナーシップ構築宣言」紹介配信
7月 7日 素形材産業取引ガイドライン改訂版紹介配信
7月13日 「パートナーシップ構築宣言」66社登録紹介配信

「パートナーシップ構築宣言」
大企業と中小企業の共存共栄
（日本経済再⽣本部・成⻑戦略実⾏計画案より）
業界別の取組だけではなく、大企業と中小企業が共に
成⻑できる関係の構築を目指し、個社が「振興基準」に
規定する各項目（例︓取引先の⽣産性向上への協⼒、
取引対価への労務費上昇分の影響の考慮）を遵守すると
ともに、デジタル化をはじめ、⾃社の１次下請に
とどまらず、２次下請以下も含むサプライチェーン全体
の付加価値向上を図ることを宣言する「パートナーシッ
プ構築宣言」の仕組みに注目している。

資料２

資料４

資料３




